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１９７９年、広島市生まれ。大学で日本語教育を学び、
卒業後、大学や日本語学校、地域の日本語ボランティア
教室で日本語教育に従事。東日本大震災以後、全国
各地の大規模災害の支援活動に関わる。
２０１２年から多文化共生分野のNPOを本業とし活動中。

【学歴】
1998/3 広島市立舟入高校 卒業
2002/3 倉敷芸術科学大学教養学部教養学科 卒業
2011/3 南山大学大学院人間文化研究科教育ファシリテーション専攻 修了

【職歴】
2008/4-2012/3 名古屋大学「とよた日本語学習支援システム」システム・コーディネーター
2008/10-現在  多文化共生リソースセンター東海 代表（現、代表理事）
2011/04-現在  静岡文化芸術大学 非常勤講師
2012/04-現在  日本福祉大学 非常勤講師
2015/04-現在  名古屋外国語大学大学院 非常勤講師

【役員】
2009/10-現在 NPO法人多文化共生リソースセンター東海 代表理事
2018/06-現在 NPO法人多文化共生マネージャー全国協議会 代表理事
2019/06-23/05 移民政策学会 理事
2021/06-現在 （公社）日本語教育学会 理事（現・副会長）

【その他】
2011/04-現在  （一財）自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー
2016/04-現在  文化庁 地域日本語教育推進アドバイザー（現・文科省）
2018/04-現在 総務省 災害時外国人支援情報コーディネーター研修ファシリテーター

土井佳彦（Yoshihiko Doi）

https://note.com/doiworks

doiyoshihiko76@gmail.com

自己紹介
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地域日本語教室 日本語学校

対 象
国内在住外国人
多様（主婦、労働者、子ども等）

国内／海外在住外国人
特定（学生、ビジネスマン、研究者等）

目 的
多様（日常会話、就労支援、資格取得、学習支
援、生活相談、交流等）

特定（進学、資格取得、職務遂行等）

場 所 様々（主に公民館、集会所等の公共施設） 特定（学校、職場）

指 導 者 多様（資格や経験の有無問わず） 限定（有資格者、経験者）

内 容 多様（学習者のニーズに合わせて） 限定（機関が提供するサービス）

方 法
多様（マンツーマン／グループ、教科書準拠／
オリジナル） ※柔軟性高

多様（マンツーマン／グループ、教科書準拠／オ
リジナル） ※柔軟性低

費 用 ・ 負 担
安（無料～3,000円／期）
自治体・国流、学習者、一部ボランティアも

高（4,000円／時～、60万円／年～）
学習者

時 間 ・ 頻 度 週１回、１時間半～２時間程度／回 週５回、５時間～７時間程度／回

（参考）「地域日本語教室」と「日本語学校」とのちがい
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「多文化共生」における日本語教育の位置付け
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【出典】文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（第12回）

目的別日本語学習
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くっちゃんちょう
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どのような方式をとるか？
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プロフェッショナル

ボランティア

・進学・就労支援
・日本語能力試験対策
・ビジネス日本語
・国策としての生活支援（難民、帰国者等）

・交流
・相互理解
・身近な生活相談
・地域の情報提供

・アドバイジング
・コーディネート
・スキルアップ支援
・環境整備
・ネットワーキング

×

どのような人材が必要か？
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「日本語学習支援者」に望まれる資質・能力とは？
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日本語指導者のセルフチェック「
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大学卒業

大学入学

専門学校入学

日本語学校入学

技能実習「介護」来日

技能実習「介護」以外来日
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日本語教育を考える際のポイント

なんのため・だれのために（目的・対象）

いつ（時期、曜日・時間帯）

どこで（普段／課外）

だれが（主体）

だれと（連携・協働）

なにを（学習内容）

どのくらい（期間、目標）

どのように（手法）

いくらで（コスト）
どのくらい（人数等）

for  What

When

Where

Who

With

What

How long

How

How  much

How  many

＞
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「骨太の方針2023」（抜粋） ※2024も、ほぼ踏襲

➢ 2033年までに外国人留学生の受入れ年間40万人

➢ 卒業後の国内就職率６割等の実現

➢ 現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消

➢ 人材確保と人材育成を目的とした新たな制度を創設

➢ 特定技能制度は、制度を見直して適正化を図った上で引き続き活用

➢ マイナンバーカードと在留カード の一体化

➢ 日本語教育の推進体制の大幅な強化・拡充

➢ 外国人児童生徒等の就学促進

➢ 難民に準じて庇護すべき者に対して適切な支援を実施
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まとめ

✓ ５年後に、どんな地域社会を目指すのか？

✓ 私（たち）が今、できること・やるべきことは？

✓ その間に生じ得る問題の予防策・解決策は？

「日本語教育」を通じて、
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